
＊裏あり 

■ 子どもの貧困対策について 

 

１ 【国】の動向等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 【子どもの貧困対策の推進に関する法律】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 【市】子どもの貧困対策協議会の立上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 日本の子どもの相対的貧困率は 16.3％（平成 24年・約 6人に 1人） 

＊厚生労働省：平成 25年国民生活基礎調査による。子ども～18歳未満 

② 働いているひとり親の相対的貧困率は 54.6％ 

＊内閣府：平成 27年版子ども・若者白書による 

③ 平成 25 年 6 月 26 日：子どもの貧困対策の推進に関する法律 制定（平成 26 年 1月 17 日施行） 

④ 平成 25 年 12 月 13 日：生活困窮者自立支援法 制定（平成 27 年 4 月 1 日施行） 

 ＊生活保護に至る前の段階の、自立支援策の強化を図るため。 

 

① 第 2条 基本理念 

・子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の支援、就労の支援、経済的支援

等の施策を、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのない社会を実現

することを旨として講ずることにより、推進されなければならない。 

・子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野に

おける総合的な取組として行われなければならない。 

② 第 4条 地方公共団体の責務 

・地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、当該地

域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

① 子どもの貧困対策の充実のため、学識者、市民等を含む協議会を立ち上げ、「基本方針」を策定

する。それを踏まえ各機関が責任をもって施策を立案し、他分野と連携をしつつ実行していく。 

② 委員構成：学識者 2名、公募市民 2名、子どもの貧困対策に関する活動を行っている者 3名、 

民生・児童委員 1名、小中学校の代表者 2名、市職員 6名（計 16 名） 

③ 平成 28 年 7 月 14 日（木）に第 1回を開催 

・会長：阿部彩氏（首都大学東京 都市教養学部教授 子ども・若者貧困センター センター長） 

・副会長：福田憲明氏（明星大学 人文学部教授 心理相談センター長） 

④ 今後の開催予定：第 2回：平成 28年 9月 30 日（金） 

第 3回：平成 28 年 11 月中旬 

第 4回：平成 28 年 12 月上旬 

第 5回：平成 29 年 1 月上旬 

⑤ 平成 28 年度中に「基本方針」を策定する。 

⑥ 作業部会的に「庁内連絡会」を設置 ＊庁内の 13課により構成 
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＊裏あり 

 

４ 【東京都】子どもの生活実態調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 【市】市内の子どもの貧困率等の調査 

 

 

 

 

 

 

 

６ 【市】子どもの学習等支援事業（ほっとも☀） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 東京都が都内 4自治体についての、子どもの生活実態調査を実施（郵送によるアンケート） 

・4自治体（日野市、調布市、墨田区、豊島区） 

② 調査対象（平成 28年 7月 11 日現在） ＊本人及び保護者 

・小学校 5年生（10 歳～11 歳） 1,482 人 

・中学校 2年生（13 歳～14 歳） 1,668 人 

・16 歳～17 歳（高校 2年生等） 1,712 人 

③ 主な調査項目 

・子どもの普段の生活について 

・食事や健康のことについて 

・学校や勉強のこと 

・将来の夢や、普段考えていること、など 

④ 東京都が首都大学東京（子ども・若者貧困研究センター）に委託して実施 

⑤ 平成 28 年 8 月 4 日（木）調査票を発送済み  ＊8 月 26 日（金）回答期限 

⑥ 平成 28 年 12 月には、調査結果分析の速報値が出る予定 

① 市が保有する、課税データ、生活保護データ等を用い、市内の貧困率、子どもの貧困率等を世

帯単位で算出する。 

② 算出方法：山形大学准教授の戸室健作氏が、都道府県単位の貧困率を算出する際に用いたやり

方を準用する。 

③ 市がコンサルタントに委託をし実施 

① 「生活困窮者自立支援制度」に基づく事業（任意事業） 

＊貧困の連鎖を防ぐため、生活保護受給世帯も対象。平成 27 年度より実施 

② 事業内容 

●居場所支援：コミュニケーション能力育成、社会性の向上、学習習慣の確立など 

●学習支援：個別の学習指導（高校進学を目的） 

③ 利用者数：10世帯・14人（居場所支援：8人、学習支援：6人） 

＊10 世帯中 9世帯がひとり親、同じく 9世帯が生活保護受給世帯 

④ 実施場所数：現在 1ヶ所（平成 28年度中に 2ヶ所増設予定） 

⑤ 実施方法：「社会福祉法人 創隣会」に委託して実施 

 


